
第44期　報　告　書

2021年４月１日から

2022年３月31日まで

松山空港ビル株式会社

事 業 報 告
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表
会計監査人の監査報告書謄本
監査役会の監査報告書謄本



− 1 −

事　 業　 報　 告
2021年４月１日から
2022年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠

１．会社の現況に関する事項
　⑴　事業の経過及びその成果

　当期における我が国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大と縮小が繰り返される中
で、個人消費の回復など持ち直しの動きがみられたものの、年明けからのオミクロン株の
急拡大やロシアのウクライナ侵攻に伴う影響等により、再び停滞感が強まりました。
　観光面においては、観光庁の2021年宿泊旅行統計調査（速報値）では、宿泊者数が延べ
約３億1,497万人泊で、コロナ前の2019年比47.1％減と２年連続で厳しい状況となったほ
か、日本政府観光局による2021年の訪日外国人旅行者も2019年比99.2％減の約25万人に激
減するなど、大きな影響を受けました。
　このような中で、松山空港においては、上海線、ソウル線、台北線の国際線３路線すべ
ての運休が継続されることとなったほか、国内線についても１年間の乗降客数が約112万
人と、前年度の約76万人から回復したものの、2019年度の約294万人からの減少幅は依然
として大きい結果となりました。
　こうした乗降客数の減少による営業収益の悪化に対応するため、引き続き、売店・案内
所等の運営体制の見直しや雇用調整助成金等の活用を図るなど、可能な限りの経費節減と
収入の確保に努めました。
　当社の経営につきましては、当会計年度から収益認識会計基準の適用により、消化仕入
取引については、売上総利益相当額を売店収入に計上する会計処理に変更したことやテナ
ントの退居による貸室収入や管理費・直接費収入が減少したことから、営業収益におきま
しては前期比48,348千円（4.5％）減収の1,016,232千円となりました。
　売上原価についても会計処理の変更により大幅に減少し、売上総利益は前期比9,174千
円（0.9％）増益の1,015,303千円となりました。
　販売費及び一般管理費では、諸手数料は派遣会社との検温実施業務派遣契約を解約した
ことにより減少しました。修繕費は従来の計画を見直し、緊急性があるものに絞って実施
したことにより減少しました。減価償却費は貨物ターミナルビルにかかる償却費が減少し
たことによるものです。これらにより前期と比較し122,584千円（11.3％）減少の961,518
千円となりました。
　この結果、営業利益は前期比131,759千円（169.0％）増益の53,784千円となり、これに
営業外収益として、雇用調整助成金をはじめとする愛媛県・松山市のコロナ関連各種補助
金を計上し、営業外費用ではエアラインとの委託契約による検温実施業務費を計上し、経
常利益は、前期比116,265千円（977.9％）増益の104,376千円となりました。
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　更に特別損失として新貨物ターミナルビルの地中障害物撤去及び国内線搭乗待合室内の
エレベーター撤去による固定資産除却損などを計上したことにより、税引前当期純利益は
前期比82,169千円（384.2％）増益の60,780千円となりました。
　これにより法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額を差し引いた当期純利益は前期
比59,179千円（304.2％）増益の39,726千円となりました。

　⑵　設備投資の状況
　　　当事業年度中に完成した主要設備等
　　　・新貨物ターミナルビル建築工事（ＡＬ棟）
　　　・旅客ターミナルビルエスカレーター改修工事（５基）
　　　・国内線搭乗待合室内のエレベーター新設工事（１基）
　　　・国内線搭乗待合室内の床カーペット貼替工事

　⑶　資金調達の状況
　当事業年度において、特記すべき事項はありません。

　⑷　対処すべき課題
　新型コロナウイルスの感染拡大の影響については、３月下旬に全国すべての地域でまん
延防止等重点措置が解除され、感染防止と社会経済活動の両立に向けた動きがみられるな
ど明るい兆しも出てきていますが、先行きが不透明な状況に変わりはなく、国・県等の動
向を注視し、引き続き適切に対応して参ります。
　また、こうした状況下においても、将来の発展を見据えた中長期的な視点から、当空港
の機能拡充に計画的に取り組んでいくことが重要であります。
　このため、新貨物ターミナルビルの建設については、既に完成したエアライン棟に続い
て、代理店棟の工事を円滑に推進するとともに、国際線旅客ターミナルビルの拡張につい
ても、令和６年春の完成を目指し、予定どおり第１段階の工事着手に向けた手続きを進め
るほか、空港のカーボンニュートラル対策としての太陽光発電の導入検討や、セキュリ
ティ強化のためのＳＲＡ制限区域全域化への対応など、様々な課題に国や県、関係機関等
と連携しながら、適切に対処して参ります。
　株主各位におかれましては、格別のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げま
す。
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　⑸　財産及び損益の状況の推移

区　　分
第41期

（2018年度）
第42期

（2019年度）
第43期

（2020年度）
第44期

（2021年度）

営 業 収 益
千円

1,700,424
千円

1,656,942
千円

1,064,581
千円

1,016,232

経 常 利 益
千円

421,137
千円

157,183
千円

△　11,888
千円

104,376

当 期 純 利 益
千円

242,949
千円

64,798
千円

△　19,453
千円

39,726

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

円

2,159.55
円

575.98
円

△　172.91
円

353.12

総 資 産
千円

5,974,760
千円

6,321,075
千円

5,660,768
千円

5,624,105

純　 資　 産
千円

5,131,311
千円

5,151,110
千円

5,086,657
千円

5,081,383

　　 （注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

　⑹　重要な親会社及び子会社の状況
　　　当社には親会社、子会社はありません。

　⑺　主要な事業内容
　当社は、松山空港旅客ターミナルビル・貨物ターミナルビルの建物及び諸設備を所有し、
賃貸するとともに、売店の事業を行っております。

　⑻　従業員の状況

人　　数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

34人 △　3人 43.03歳 14.74年

　　 （注）従業員には、臨時雇従業員を含んでおりません。



− 4 −

２．会社の株式に関する事項
　⑴　発行可能株式総数　　　250,000　株
　⑵　発行済株式総数　　　　112,500　株
　⑶　株主数　　　　　　　　　　　11　名
　⑷　株　主

株　　　主　　　名 持　株　数 持株比率

株 式 会 社 伊 予 鉄 グ ル ー プ 33,000 株 29.33 ％

愛 媛 県 30,000 26.67

Ａ Ｎ Ａ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 18,875 16.78

松 山 市 15,000 13.33

日 本 航 空 株 式 会 社 9,250 8.22

株 式 会 社 伊 予 銀 行 1,500 1.33

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 1,500 1.33

愛 媛 県 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 1,500 1.33

株 式 会 社 愛 媛 新 聞 社 625 0.56

南 海 放 送 株 式 会 社 625 0.56

株 式 会 社 テ レ ビ 愛 媛 625 0.56
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３．会社役員に関する事項
　⑴　取締役及び監査役の状況

氏　　名 地　　位 重要な兼職の状況

中　村　時　広 取 締 役 会 長 愛媛県知事

清　水　一　郎 代表取締役社長 ㈱伊予鉄グループ　代表取締役社長

戒　田　創　一 専 務 取 締 役

島　﨑　幸　夫 常 務 取 締 役

野　志　克　仁 取 締 役 松山市長

田　中　和　彦 取 締 役 南海放送㈱　代表取締役会長

土　居　英　雄 取 締 役 ㈱愛媛新聞社　代表取締役社長

髙　田　健　司 取 締 役 ㈱伊予銀行　代表取締役副頭取

阿　部　和　孝 取 締 役 愛媛県信用農業協同組合連合会　経営管理委員会会長

安　部　博　史 取 締 役 ㈱ジャルセールス　松山支店支店長

尾　谷　牧　夫 取 締 役 ㈱テレビ愛媛　代表取締役社長

谷　山　　　章 取 締 役 全日本空輸㈱　松山支店支店長

西　川　義　教 取 締 役 ㈱愛媛銀行　代表取締役頭取

大　島　修　一 常 勤 監 査 役

梅　岡　伸一郎 監 査 役 松山市副市長

武　井　真　剛 監 査 役 日本航空㈱　執行役員西日本地区支配人

（注）１．監査役全員は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
　　　２．当期中の取締役及び監査役の異動
　　　　⑴　就任
　　　　　　取締役 谷山章、取締役 西川義教の各氏は、2021年６月10日開催の第43期定時株主総会にお

いて新たに選任され就任いたしました。
　　　　⑵　退任
　　　　　　取締役相談役 関谷勝嗣、取締役相談役 佐伯要、取締役 山本惠三の各氏は、2021年６月10日

開催の第43期定時株主総会終結をもって退任いたしました。



− 6 −

　⑵　取締役及び監査役の報酬等の額
　　　取締役　　17名　　　41,303千円
　　　監査役　　３名　　　　6,300千円

（注）１．上記報酬等の額には、第43期定時株主総会において決議された役員賞与6,450千円（取締役5,190
千円、監査役1,260千円）、当事業年度に退任した役員に対して支給した役員退職慰労金8,019千
円及び、前事業年度に辞任した役員に対して当事業年度に支給した役員退職慰労金368千円が含
まれております。

　　　２．支給人員には、退任取締役３名、辞任取締役１名が含まれております。

４．会計監査人の状況
　　会計監査人の名称
　　　えひめ有限責任監査法人

５．会社の方針及び体制並びに運用状況
　　「内部統制システムに関する基本方針」
　⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　取締役及び使用人が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるためのコンプライア

ンスに係る指針を整備する。各部門においては当該部門に適用される法令等を識別し、そ
の内容を周知徹底することにより法令遵守の基盤を整備する。また、社内に内部監査委員
会を設置し内部統制が有効に機能しているかの確認を行う。

　⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
　文書取扱規程を整備し、取締役の職務執行に係る情報を文書にて保存する。取締役及び
監査役は、常時これらの文書を閲覧できるものとする。

　⑶　損失の危険に関する規程その他の体制
　各部門におけるコンプライアンス、災害、情報のセキュリティー等に係るリスクについ
てそれぞれの担当部署で規程を整備し、リスク管理体制を明確化する。また、新たに生じ
たリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者となる取締役を定める。

　⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役会を開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務の執行状況の監督等を行うとと
もに、取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、常務会等を開催し、業務執行
に関する基本的事項及び重要事項に関する意思決定を機動的に行う。
　また、各部門の業務プロセスを明確化し、業務の効率化を実現する体制を確保する。
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　⑸　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関
する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置していないが、必要に応じて同使用人を
配置することとする。また、その人事については、監査役の事前の同意を得ることにより、
取締役からの独立性を確保するものとする。

　⑹　取締役及び使用人が監査役会に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する
体制
　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、
速やかに監査役会に報告する。

　⑺　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　常勤監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する
ため、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人にその説明を求める。
　監査役は会計監査人から監査内容について説明を受け、情報交換を行うなど連携を図る
とともに、監査の実施に当たり必要と認める場合には、代表取締役社長または担当取締役
と意見交換会を開催する。

　　「業務の適正を確保するための体制の運用状況｣
　当社は、業務の適正を確保するための体制として、取締役会において決議した ｢内部統
制システムに関する基本方針」に基づき、内部監査委員会が中心となり、当社各部門に対
して、内部統制システムの整備及び運用状況について点検等を行うとともに、その重要性
とコンプライアンスに対する意識づけを行っております。
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 （単位：千円）

貸　借　対　照　表
（2022年３月31日現在）

科　　目 金　　額
（資産の部）

流　動　資　産 2,351,972
現 金 及 び 預 金 2,238,851
未 収 入 金 97,498
商 品 10,782
貯 蔵 品 2,165
前 払 費 用 2,616
そ の 他 58

固　定　資　産 3,272,132
有 形 固 定 資 産 3,090,152

建 物 2,605,529
構 築 物 82,195
機 械 装 置 162,631
車 両 及 び 運 搬 具 7,296
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 177,966
建 設 仮 勘 定 54,532

無 形 固 定 資 産 32,947
電 話 加 入 権 569
ソ フ ト ウ ェ ア 2,715
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 29,663

　投資その他の資産 149,032
投 資 有 価 証 券 22,000
長 期 前 払 費 用 2,300
繰 延 税 金 資 産 124,466
そ の 他 265

資　　産　　合　　計 5,624,105

科　　目 金　　額
（負債の部）

流　動　負　債 261,770
買 掛 金 10,233
未 払 金 18,695
設 備 未 払 金 79,274
未 払 法 人 税 等 3,281
未 払 費 用 4,011
前 受 金 9,461
預 り 金 364
賞 与 引 当 金 11,032
役 員 賞 与 引 当 金 4,950
資 産 除 去 債 務 118,134
そ の 他 2,330

固　定　負　債 280,951
預 り 保 証 金 67,752
退 職 給 付 引 当 金 131,646
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 12,298
資 産 除 去 債 務 69,254
負　債　合　計 542,721
（純資産の部）

株　主　資　本 5,081,383
資 本 金 1,125,000
利 益 剰 余 金 3,956,383

利 益 準 備 金 76,133
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,880,249

別 途 積 立 金 3,200,000
繰 越 利 益 剰 余 金 680,249

純  資  産  合  計 5,081,383
負債・純資産合計 5,624,105
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 （単位：千円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

営 業 収 益

売 上 高 1,155

貸 室 収 入 315,563

売 店 収 入 87,305

食 堂 収 入 34,378

使 用 料 収 入 407,063

広 告 収 入 61,238

付 帯 事 業 収 入 109,527 1,016,232

売 上 原 価 929

売　　 上　　 総　　 利　　 益 1,015,303

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 961,518

営 業 利 益 53,784

営 業 外 収 益

受 取 利 息 49

雑 収 入 63,524 63,574

営 業 外 費 用

支 払 利 息 97

雑 支 出 12,884 12,982

経 常 利 益 104,376

特 別 利 益

国 庫 補 助 金 等 受 入 額 47,197 47,197

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 43,596

定 期 路 線 維 持 支 援 金 等 47,197 90,793

税 引 前 当 期 純 利 益 60,780

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,832

法 人 税 等 調 整 額 16,221 21,054

当 期 純 利 益 39,726

損　益　計　算　書
2021年４月１日から
2022年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠
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 （単位：千円）

株　　　　　　　　主　　　　　　　　資　　　　　　　　本

資　本　金

資　　本　　剰　　余　　金 利　　益　　剰　　余　　金

資本準備金 その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

別途積立金 繰 越 利 益
剰　余　金

当 期 首 残 高 1,125,000 − 71,633 3,000,000 890,023 3,961,657

事 業 年 度 中
の 変 動 額

剰 余 金 の
配 当 − △　45,000 △　45,000

剰余金の配当
に 伴 う 利 益
準備金の積立

− 4,500 △　4,500 −

別 途 積 立 金
の 積 立 − 200,000 △　200,000 −

当 期 純 利 益 − 39,726 39,726

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 − − − − 4,500 200,000 △　209,773 △　5,273

当 期 末 残 高 1,125,000 − − − 76,133 3,200,000 680,249 3,956,383

株　　主　　資　　本 評　価　・　換　算　差　額　等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本

合　　計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 5,086,657 − 5,086,657

事 業 年 度 中
の 変 動 額

剰 余 金 の
配 当 △　45,000 − △　45,000

剰余金の配当
に 伴 う 利 益
準備金の積立

− − −

別 途 積 立 金
の 積 立 − − −

当 期 純 利 益 39,726 − 39,726

事 業 年 度 中 の
変 動 額 合 計 − △　5,273 − − − − △　5,273

当 期 末 残 高 − 5,081,383 − − − − 5,081,383

株主資本等変動計算書
2021年４月１日から
2022年３月31日まで

⎛
⎝

⎞
⎠
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
　１．資産の評価基準及び評価方法
　　⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　市場価格のない株式等………移動平均法による原価法
　　⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　商　　　　品…………………売価還元法による低価法
　　　　　貯　　蔵　　品…………………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）
　２．固定資産の減価償却の方法
　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
　　　　主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　　建　　物　　　　　　15～31年
　　　　　構　築　物　　　　　　10～20年
　　　　　機械装置　　　　　　10～17年
　　　　　工具・器具及び備品　 3～10年
　　　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりますが、

貨物ターミナルビル建物については解体撤去時期までの償却期間の短縮をいたしておりま
す。これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ20,137千円減少し
ています。

　　⑵　無形固定資産（リース資産を除く）…定額法によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ております。

　　⑶　リース資産　……………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価
額零とする定額法によっております。

　３．引当金の計上基準
　　　　賞　与　引　当　金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給

見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しており
ます。

　　　　役員賞与引当金…………………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため支給見
込額を計上しております。

個　別　注　記　表
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　　　　退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお
いて発生していると認められる額を計上しておりま
す。

　　　　役員退職慰労引当金……………役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく
期末要支給額を計上しております。

　４．収益及び費用の計上基準
　　　収益認識基準
　　　　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり
であります。

　　　　不動産事業においては、建物の賃借を行っており、契約期間に応じて期間経過分を収
益として認識しております。その他のサービスの提供については役務提供完了時点で履
行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
　「収益認識に関する会計基準」等の適用に伴う変更
　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支
配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収
益を認識することとしております。これにより、当社が代理人として関与したと判定され
る取引については純額で表示しております。

　　　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経
過的な取扱いに従っているが、利益剰余金の期首残高に与える影響はございません。

　「時価の算定に関する会計基準」等の適用に伴う変更
　　　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及
び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-2項に定
める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定めた新たな会計方針を、将来にわ
たって適用することとしております。なお、財務諸表に与える影響はございません。

（会計上の見積もりに関する注記）
　　　会計上の見積もりにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　　　　　繰延税金資産　　124,466千円
　　　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって
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見積もっております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を
受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、
翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

（貸借対照表に関する注記）
　１．有形固定資産の減価償却累計額 7,564,714千円　　
　２．国庫補助金等の受入により有形固定資産の取得価額から控除している額
 92,656千円　　

（株主資本等変動計算書に関する注記）
　１．当事業年度の末日における発行済株式の総数
　　　　普　通　株　式 112,500株　　
　２．配当に関する事項
　　⑴　配当金支払額
　　　　2021年６月10日開催の第43期定時株主総会において、次のとおり決議しております。
　　　　配当金の総額 45,000千円　　
　　　　１株当たりの配当額 400円　　
　　　　基準日 2021年３月31日　　
　　　　効力発生日 2021年６月11日　　
　　⑵　基準日が当事業年度の属する配当のうち、配当効力発生日が翌期となるもの
　　　　2022年６月10日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。
　　　　配当金の総額 45,000千円　　
　　　　１株当たりの配当額 400円　　
　　　　基準日 2022年３月31日　　
　　　　効力発生日 2022年６月13日　　
　　　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（税効果に関する注記）
　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
　　賞与引当金 3,360千円　　
　　未払事業税 911千円　　
　　退職給付引当金 40,099千円　　
　　役員退職慰労引当金 3,745千円　　
　　減価償却超過額 16,897千円　　
　　資産除去債務 57,078千円　　
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　　その他 2,376千円　　
　　繰延税金資産合計 124,466千円　　

（金融商品に関する注記）
　１．金融商品の状況に関する事項
　　⑴　金融商品に対する取組方針
　　　　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入に

より資金を調達することとしております。
　　⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　　営業債権である未収入金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪
化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　　営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日です。
　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　2022年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
ものは、次表には含めておりません（注２参照）。

貸借対照表計上額（千円） 時　価（千円） 差　額（千円）

⑴　現金及び預金 2,238,851　 2,238,851　 −

⑵　未収入金 97,498　 97,498　 −

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
　⑴　現金及び預金、⑵　未収入金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額（千円）

⑴　投資有価証券 22,000

⑵　預り保証金 67,752

　⑴　投資有価証券
　　非上場株式については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とし

ておりません。
　⑵　預り保証金
　　賃貸物件における賃借人から預託されている受入敷金保証金は、市場価額がなく、かつ、賃借人の

入居から退去までの実質的な預託期間を算定することは困難であることから、合理的なキャッシュ・
フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
　１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　当社は、愛媛県松山市において、賃貸用の旅客ターミナルビル・貨物ターミナルビルを
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有しております。
　２．賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円） 時　　価（千円）

2,247,294 2,247,294

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当社の賃貸等不動産は建物等減価償却資産のみであり、正規の減価償却計算後の適正な帳

簿価額に基づいた金額を時価として記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
　１．１株当たり純資産額 45,167円85銭　　
　２．１株当たり当期純利益 353円12銭　　

（資産除去債務に関する注記）
　　当社は、国有財産使用許可に基づき使用する土地について、返還時における原状回

復に係る債務を負っております。これらのうち解体・撤去の時期が明確となった貨物
ターミナルビルについては2019年度より資産除去債務を計上しております。資産除去
債務の見積りにあたり、使用見込期間は２～３年間、割引率0.0％を採用しています。

　　なお、旅客ターミナルビルについても返還時における原状回復に係る債務を有して
おりますが、返還時期が明確でなく、資産除去債務を合理的に見積もることができな
いため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりです。

期首残高　 188,894千円

資産除去債務の履行による減少額 △　1,504千円

期末残高 187,389千円

（その他の注記）
　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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　会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

2022年５月９日　
　松山空港ビル株式会社
　　　取　締　役　会　御中

え ひ め 有 限 責 任 監 査 法 人
愛 媛 県 松 山 市

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山﨑　　誠　

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山田　智章　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、松山空港ビル株式会社の2021年４
月１日から2022年３月31日までの第44期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、すべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告
プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
監査に関連する内部統制を検討する。

　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過
程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められ
ているその他の事項について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。
 以　上
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　監査役会の監査報告書　謄本

監 　査 　報 　告 　書

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第44期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

　⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査委員会
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。

　　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の
状況を調査いたしました。

　　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

　　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005
年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

2.　監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。
　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。
　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人えひめ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　2022年５月16日

松山空港ビル株式会社　監査役会
常勤監査役（社外監査役） 大　島　修　一　㊞
監査役（社外監査役） 梅　岡　伸一郎　㊞
監査役（社外監査役） 武　井　真　剛　㊞
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１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

(単位：千円)

区　分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価格
減価償却
累 計 額

建 物 2,393,025 526,261 4,071 309,686 2,605,529 6,260,314

構 築 物 12,112 72,586 0 2,504 82,195 243,563

機 械 装 置 180,107 4,230 0 21,705 162,631 259,092

車 両 及 び 運 搬 具 6,288 3,145 0 2,137 7,296 4,623

工具・器具及び備品 210,468 27,002 106 59,397 177,966 737,740

リ ー ス 資 産 11,651 0 0 11,651 0 59,379

建 設 仮 勘 定 42,308 62,983 50,759 0 54,532 0

計 2,855,962 696,210 54,936 407,083 3,090,152 7,564,714

電 話 加 入 権 569 0 0 0 569 0

ソ フ ト ウ ェ ア 4,049 0 0 1,334 2,715 0

リ ー ス 資 産 7,981 0 0 7,981 0 0

ソフトウェア仮勘定 0 29,663 0 0 29,663 0

計 12,601 29,663 0 9,316 32,947 0

　　　　１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。
建　物 385,891 千円
　〃 86,938 千円
　〃 45,758 千円
構築物 72,586 千円
機械装置 4,230 千円
工具・器具及び備品 11,548 千円
　〃 6,906 千円
　〃 3,040 千円
建設仮勘定 36,400 千円
　〃 13,520 千円
ソフトウェア仮勘定 29,663 千円

　　　　２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。
建　物 1,192 千円
　〃 691 千円
　〃 420 千円
建設仮勘定 40,716 千円

２．引当金の明細

(単位：千円)

当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

11,505 11,032 11,505 11,032

6,450 4,950 6,450 4,950

122,937 10,834 2,125 131,646

16,945 3,740 8,387 12,298

基幹システムハードウェア

旅客ターミナルビルエスカレーター自動運転装置

高圧受電設備
国内線搭乗待合室内のエレベーター(1基)
新貨物ターミナルビル設計監理料(A/L棟)

基幹システムソフトウェア

国内線搭乗待合室内のカーペット

国際線ターミナルビル整備計画基本計画設計業務

新貨物ターミナルビル(A/L棟)
旅客ターミナルビルエスカレーター(5基)
国内線搭乗待合室内のエレベーター(1基)
新貨物ターミナルビル外構(A/L棟)

新貨物ターミナルビル棟空調機器(A/L棟)

到着ロビーデジタルサイネージ

券売機　2台

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

有形固定
資産

科　　目

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

無形固定
資産
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３．販売費及び一般管理費の明細

(単位：千円)

金　　額

32,765

102,136

8,828

21,670

11,032

4,950

10,834

3,740

24,671

463

14,861

375

18,754

600

605

1,885

82

258

1,464

1,519

109

5,722

2,365

35,357

22,805

55,000

44,036

416,460

39,544

9,556

63,600

5,457

961,518

科　　目 摘　　要

役 員 報 酬

給 料

図 書 印 刷 費

賞 与

賞 与 引 当 金 繰 入

役 員 賞 与 引 当 金 繰 入

退 職 給 付 費 用

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入

厚 生 費

臨 時 雇 賃 金

備 消 品 費

被 服 費

水 道 光 熱 費

手 当

保 守 料

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

会 議 費

交 際 費

広 告 宣 伝 費

諸 会 費

寄 附 金

諸 手 数 料

保 険 料

賃 借 料

警 備 料

計

修 繕 費

減 価 償 却 費

固 定 資 産 税

租 税 公 課

清 掃 料

雑 費

-  2 -



(単位：千円)

セ　グ　メ　ン　ト

施設管理運営業 物品販売業 その他事業 合　　　計

売上高 938,511 17,743 59,978 1,016,232

セグメント利益 64,130 △ 54,485 44,139 53,784

セグメント資産 2,943,857 81,444 13,603 3,038,904

その他の項目

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。

2022年3月期

628,813 0 4,413 633,226

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社は、「施設管理運営業」、「物品販売事業」及び「その他の事業」の３つをセ

グメントとしております。

「施設管理運営業」は、松山空港旅客ターミナル及び貨物ターミナルビル施設の賃

貸、保守・修繕、運営及びその他航空旅客に対するサービス等の役務の提供を行って

おります。「物品販売業」は、航空旅客等への商品販売及びこれに付帯する事業を

行っております。

「その他事業」は、館内の広告事業を行っております。




